
（１）  工事名

（２）  工事場所
甲良町

（３）  工　期
まで

（４）  工事概要

（５）  予定価格（入札比較価格）

（１）  

（２）  

アアアア．．．．

イイイイ．．．．

（３）  

アアアア．．．．

イイイイ．．．．

（４）  

アアアア．．．．

イイイイ．．．．

（５）  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申し立てがされている者ま
たは民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされてい
る者（更正手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

平 成 25 年 3 月 29 日

総合評定値総合評定値総合評定値総合評定値（（（（PPPP））））

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。

登録登録登録登録におけるにおけるにおけるにおける工事種別工事種別工事種別工事種別がががが「「「「水道工事水道工事水道工事水道工事」」」」であるであるであるである者者者者

水道工事水道工事水道工事水道工事

４００４００４００４００点以上点以上点以上点以上７５０７５０７５０７５０点未満点未満点未満点未満

７５０７５０７５０７５０点以上点以上点以上点以上１１１１，，，，００００００００００００点未満点未満点未満点未満

水道施設工事水道施設工事水道施設工事水道施設工事

甲良町外の者（以下、「町外業者」という。）においては、基準日において１年７月を経過（通知
日）しない最も新しい経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）が次のとおりの者。町外
業者とは、町内業者および準町内業者以外の者をいう。

建設工事建設工事建設工事建設工事のののの種類種類種類種類

審査評事項点審査評事項点審査評事項点審査評事項点

条件付一般競争入札公告条件付一般競争入札公告条件付一般競争入札公告条件付一般競争入札公告

下記工事について条件付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６
号）第１６７条の６の規定に基づき下記のとおり公告する。

1.1.1.1.    工事概要等工事概要等工事概要等工事概要等

平成24年11月22日

甲良町長　北川　豊昭

対象工事の入札に参加しようとする者（以下、「入札参加申請者」という。）は、次に掲
げる要件のすべてに該当しなければならない。なお、資格要件の基準日（以下、「基準日」
という。）は、「入札公告の日」とする。

2.2.2.2.                            入札参加入札参加入札参加入札参加にににに必要必要必要必要なななな資格資格資格資格にににに関関関関するするするする事項事項事項事項

平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度

SUSSUSSUSSUS　　　　200200200200AAAA　　　　schschschsch20202020　　　　　　　　LLLL====14141414....1111mmmm
50505050AAAA　　　　schschschsch20202020　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LLLL====5555....0000mmmm
HIVPHIVPHIVPHIVP　　　　φφφφ150150150150　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 LLLL====6666....3333mmmm
伸縮可伸縮可伸縮可伸縮可とうとうとうとう管管管管　　　　φφφφ150150150150×±×±×±×±300300300300mmmmmmmm　　　　2222基基基基
不凍急速空気弁不凍急速空気弁不凍急速空気弁不凍急速空気弁φφφφ25252525　　　　　　　　1111基基基基
鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎（（（（固定端固定端固定端固定端） ） ） ） φφφφ165165165165....2222××××4444....0000ｍ　ｍ　ｍ　ｍ　1111基基基基
鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎鋼管回転杭基礎（（（（可動端可動端可動端可動端） ） ） ） φφφφ165165165165....2222××××5555....0000ｍ　ｍ　ｍ　ｍ　1111基基基基

水水水水　　　　第 第 第 第 ２ ２ ２ ２ 号号号号

（以下「対象工事」という。）

大字長寺地先

※事後公表とする

契 約 締 結 日 か ら

登録登録登録登録におけるにおけるにおけるにおける契約事業所契約事業所契約事業所契約事業所のののの所在所在所在所在がががが「「「「滋賀県内滋賀県内滋賀県内滋賀県内」」」」であるであるであるである者者者者

審査評事項点対象工事種別審査評事項点対象工事種別審査評事項点対象工事種別審査評事項点対象工事種別

平成２３・２４年度甲良町競争入札参加資格者名簿（以下、「資格者名簿」という。）の次のとおり
登録されている者

審査事項評点が次のとおりの者。なお、甲良町内に本社をおく者を町内業者、甲良町内
に支店、営業所等をおく者を準町内業者という。

南川水管橋布設替工事南川水管橋布設替工事南川水管橋布設替工事南川水管橋布設替工事



（６）  

アアアア．．．．

（７）  

（８）  

（９）  

（１）  

（２）  

（３）  

ア．

（４）  

ア．

（１）  

（２）  

（３）  　「入札参加不適格通知」は、 に通知（ＦＡＸ）する。

（１）  
ア．

イ．

ウ．

エ．

対象工事に係る設計業務等の受託者または当該受託者と資本若しくは人事面におい
て関連がある建設業者（注１）でないこと。

（（（（設計業務設計業務設計業務設計業務のののの受託者受託者受託者受託者）：）：）：）：((((株株株株))))西日本技術西日本技術西日本技術西日本技術コンサルタントコンサルタントコンサルタントコンサルタント

注注注注１１１１：当該受託者と資格もしくは人事面におけて関連のある建設業者とは、当該受託者の発
行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、またはその出資の総額の１００分の５
０を超える出資をしている建設業者、もしくは建設業者の代表権を有する役員が当該受託者
の代表権を有する役員を兼ねている場合における当該建設業者をいう。

上記調書には、配置予定の現場代理人、主任または監理技術者名を記入し、これらの者の
直接的かつ恒常的に雇用関係にあることを証するもの（健康保険被保険者証または社会保
険標準月額決定通知書等）の写しを添付のこと。また、主任または監理技術者の資格免許等
の写しを添付のこと。

配置予定技術者の基準日前１０年間における同種工事の工事経歴の内、代表的な工事があ
れば記述すること。※※※※((((必須必須必須必須としないとしないとしないとしない。。。。))))

技術資料を提出した者のうち、対象工事の入札に参加できない者のみにその理由を付して
書面により通知する(以下「入札参加不適格通知」という。)。

平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月10101010日日日日((((月月月月))))

配置予定技術者（主任技術者または監理技術者）の工事経歴等（別紙１）

　技術資料の提出は次のとおりとする。

4.4.4.4.       入札参加資格審査等入札参加資格審査等入札参加資格審査等入札参加資格審査等

次に掲げる要件を満たす主任技術者または監理技術者を対象工事に専任または兼任で配
置できること。なお、届出のあった技術者は原則、変更することはできない。

滋賀県建設工事等入札参加停止基準（平成７年４月１日制定）および甲良町建設工事等
入札参加停止基準（平成２３年訓令第１７号）に基づき入札参加停止の措置を講じられ
ている期間中でない者。

一一一一級級級級ももももししししくくくくはははは二二二二級級級級土土土土木木木木施施施施工工工工管管管管理理理理技技技技士士士士のののの資資資資格格格格、、、、ままままたたたたははははここここれれれれららららとととと同同同同等等等等以以以以上上上上のののの資資資資格格格格をををを有有有有
することすることすることすること。。。。

3. 3. 3. 3. 入札参加資格申請入札参加資格申請入札参加資格申請入札参加資格申請

5.5.5.5.       技術資料技術資料技術資料技術資料のののの提出等提出等提出等提出等

また現場における配置予定技術者の届出は複数を認めない。

技術資料の提出があった者の中から要件を審査し、対象工事の競争入札に参加できる者
を選定する(以下「入札参加者」という。)。

期　 間
提出期間、提出場所および方法等

経営規模等評価結果通知の写し（基準日の１年７月前の日以降の日を審査基準日とする
もので最新のもの）－町外業者のみ

現場代理人および主任技術者または監理技術者調書等（別紙１）

水道施設工事について建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定によ
る許可を有する者。

入札参加申請者は、次に掲げる書類（以下「技術資料」という。）を提出し、入札参加資格の確認を
受けなければならない。なお、期限までに技術資料を提出しない者および入札参加資格が無いと認
められた者は、本入札に参加できないものとする。また、入札資格が有ると認めた者であっても、入札
期日に資格要件を満たしていないときは、入札に参加することができない。

 条件付一般競争入札参加資格審査申請書

提出書類の作成等 技術資料は指定様式で作成し、全てを１冊に袋とじする。（申請書表、
封印箇所に押印）

　　　　平成平成平成平成24242424年年年年11111111月月月月22222222日日日日((((木木木木))))からからからから平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月5555日日日日((((水水水水))))までまでまでまで（（（（土曜日土曜日土曜日土曜日、、、、日曜日及日曜日及日曜日及日曜日及びびびび祝日祝日祝日祝日をををを除除除除くくくく。）。）。）。）
のののの午前午前午前午前８８８８時時時時３０３０３０３０分分分分からからからから正午正午正午正午までおよびまでおよびまでおよびまでおよび午後午後午後午後１１１１時時時時からからからから午後午後午後午後５５５５時時時時までまでまでまで

場 所　　犬上郡甲良町在士３５３番地１

甲良町役場　企画監理課（１階）

電話０７４９－３８－３３１１（内線１２４）

直通０７４９－３８－５０６１

方 法　持参（郵送または電送は受け付けない）



オ．

カ．

キ．

（２）  その他

（１）  

（２）  

（１）  

（２）  

（３）  

（４）   (税込み)

（１）  

（２）  

（３）  

（４）  

（１）  

（２）  

ア．

イ．

ウ．

（１）  

（２）  

提出部数　１部

技術資料の作成および提出に係る費用は、入札参加申請者の負担とする。

その他 提出された技術資料は返却しないが、入札参加資格の審査以外に無断で使用しな
い。また、提出期限以降における技術資料の差し替えおよび再提出は認めない。

期 間期 間期 間期 間　　　　平成平成平成平成24242424年年年年11111111月月月月22222222日日日日((((木木木木))))からからからから平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月19191919日日日日((((水水水水))))までまでまでまで

6.6.6.6.     設計図書設計図書設計図書設計図書のののの閲覧等閲覧等閲覧等閲覧等
設計図書は、下記により閲覧に供する。

技術資料は、甲良町ホームページ（http://www.kouratown.jp/）に掲載。
※※※※従従従従前前前前のののの技技技技術術術術資資資資料料料料内内内内容容容容にににに少少少少しししし変変変変更更更更ががががあああありりりりまままますすすすののののでででで必必必必ずずずず甲甲甲甲良良良良町町町町ホホホホーーーームムムムペペペペーーーージジジジよよよよりりりりダダダダウウウウンンンンロロロローーーー
ドドドドしてしてしてして提出提出提出提出してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。

場 所　甲良町役場　町政情報コーナー

期 間期 間期 間期 間　　　　平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月11111111日日日日((((火火火火))))からからからから平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月19191919日日日日((((水水水水))))までまでまでまで

場 所  甲良町役場　企画監理課(１階)

仕様書等は、当該入札参加者に次のとおり引き渡す。

なおなおなおなお、、、、引引引引きききき渡渡渡渡しはしはしはしは町町町町からのからのからのからの連絡連絡連絡連絡はははは行行行行わないのでわないのでわないのでわないので、、、、必必必必ずずずず上記期間上記期間上記期間上記期間にににに行行行行うことうことうことうこと。。。。

仕様書等仕様書等仕様書等仕様書等をををを購入購入購入購入しないしないしないしない者者者者はははは入札入札入札入札にににに参加参加参加参加できないできないできないできない。。。。

電話０７４９－３８－３３１１（内線１２４）
直通０７４９－３８－５０６１

 受付期間

７７７７．．．．設計図書等設計図書等設計図書等設計図書等にににに対対対対するするするする質問質問質問質問
　設計図書等に対する質問・回答は次のとおり行う。

価 格(現金引換え) 690690690690円円円円

回答回答回答回答　　　　質問質問質問質問にににに対対対対するするするする回答回答回答回答はははは、、、、平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月19191919日日日日((((水水水水))))のののの午後午後午後午後１１１１時時時時にににに甲良町役場町政情報甲良町役場町政情報甲良町役場町政情報甲良町役場町政情報
コーナーコーナーコーナーコーナーにおいてにおいてにおいてにおいて配置配置配置配置するするするする。。。。

平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月17171717日日日日((((月月月月))))　　　　正午正午正午正午までまでまでまで
提出方法
指定様式により直接持参すること。（郵送または電送は受け付けない）
提出場所　犬上郡甲良町在士３５３番地１
甲良町役場　企画監理課（１階）

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がでたときは、その端数金額を切り
捨てた金額）をもって契約金額とするので、入札者は消費税および地方税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額の１０５分の１
００に相当する金額を入札書に記載すること。※（入札書記載金額は消費税および地
方消費税を除く。）

　　現場説明会は行わない。
８８８８．．．．現場説明会現場説明会現場説明会現場説明会

９９９９．．．．入札執行入札執行入札執行入札執行のののの日時日時日時日時、、、、場所場所場所場所およびおよびおよびおよび入札入札入札入札のののの方法方法方法方法

日 時日 時日 時日 時　　　　平成平成平成平成24242424年年年年12121212月月月月25252525日日日日((((火火火火))))　　　　午前午前午前午前9999時時時時00000000分分分分～～～～

場 所　甲良町役場　２階会議室

方法等

免除する。

契約保証金

入札書および積算内訳書は封筒に入れて投函する必要はない。

入札執行回数は３回までとし（２回目以降の入札においては、積算内訳書は要しな
い。）、落札者がない場合は不調とします。

１０１０１０１０．．．．入札保証金及入札保証金及入札保証金及入札保証金及びびびび契約保証金契約保証金契約保証金契約保証金
入札保証金



（１）  

（２）  

（１）  

（２）  入札参加資格のない者のした入札
（３）   委任状を提出しない代理人のした入札
（４）   入札者またはその代理人が同一事項の入札に対し、２以上の意思表示をした入札
（５）   談合、その他不正の行為があったと認められる入札
（６）   入札保証金を必要とする入札で入札保証金を納めない者または不足する者のした入札
（７）  

（８）   入札書記載の金額を加除訂正した入札
（９）   その他入札に関する条件に違反した入札

（１）  

（２）  

ア．

イ．

①

②

③

④

（３）  

（４）  

（５）  

（６）  

甲良町に納付する税金以外の納付金（下水道受益者負担金・下水道使用料・住宅使用
料等）についても支払われていない場合は、入札に参加する事ができない。

甲良町建設工事執行規則（平成２３年規則第５号）第２９条に基づく中間前金払あるいは第３
０条に基づく部分払を選択するものとする。
前項において中間前金払を選択した場合の前払金の率は１０分の４以内、部分払を選択した
場合の前金払の率は１０分の３以内とする。

予定価格の制限の範囲内で有効な入札のうち、最低制限価格以上の最低の価格で入札し
た者を落札者とする。

１１１１１１１１．．．．落札者落札者落札者落札者のののの決定方法決定方法決定方法決定方法

１２１２１２１２．．．．契契契契　　　　約約約約

共通仮設費（率分）が設計の３０％以上

現場管理費が設計の３０％以上

計算間違い、または積算内訳書の合計金額（消費税及び地方消費税を除く）と入札書に
記載された入札金額との相違

下記の要件すべてを満たしていない場合

直接工事費（共通仮設費の積上げ含む）が設計の７０％以上

１４１４１４１４．．．．入札入札入札入札のののの無効無効無効無効

１５１５１５１５．．．．そのそのそのその他他他他

入札書入札書入札書入札書（（（（積算内訳書含積算内訳書含積算内訳書含積算内訳書含むむむむ））））記載記載記載記載のののの金額金額金額金額、、、、氏名氏名氏名氏名、、、、押印押印押印押印ならびにそのならびにそのならびにそのならびにその他入札要件他入札要件他入札要件他入札要件のののの記載記載記載記載がががが
確認確認確認確認できないできないできないできない入札入札入札入札

上記に定めるもののほか、必要事項は地方自治法および同法施行令ならびに甲良町財務規
則、甲良町建設工事執行規則、甲良町建設工事等入札執行要領の定めによる。

落札者は落札決定の通知を受けたときは、１０（２）に記載した契約保証金の措置を講じ
たうえ、10日以内に契約書を契約担当者に提出しなければならない。なお、10日以内に
提出できないときは、契約の相手方となる資格を失う。

契約書作成の要否　　要

一般管理費が設計の３０％以上

１３１３１３１３．．．．支払条件等支払条件等支払条件等支払条件等

本公告に示した競争入札において、虚偽の記載を行った者および入札時点で「２ 入札
に参加する者に必要な資格に関する事項」に掲げる資格の無い者のした入札

この入札または積算内訳書の提出に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保
に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。

入札当日は、指定様式による積算内訳書を必ず提出すること。なお、落札候補者の積算
内訳書が、次に掲げる事項のいずれかに該当した場合、当該入札は「無効」とする。（提
出された積算内訳書は開示する事がある。）

技術資料に虚偽の記載をした者は、入札参加停止基準に基づく入札参加停止を行うこと
がある。

落札価格の10％以上を納付すること。ただし、落札価格の10％以上に相当する利付国債の
提供、保証事業会社または金融機関の保証をもって納付に代えることができる。また、落札
価格の10％以上に相当する債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契
約の締結もしくは債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証を付した場合
は、契約保証金の納付を免除する。


